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(百万円未満切捨て)

１．2023年12月期第２四半期の連結業績（2023年１月１日～2023年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年12月期第２四半期 47,623 13.8 7,166 31.2 7,287 30.1 5,289 39.3

2022年12月期第２四半期 41,844 － 5,462 － 5,601 － 3,796 －
(注) 包括利益 2023年12月期第２四半期 6,505百万円( 52.6％) 2022年12月期第２四半期 4,262百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年12月期第２四半期 379.67 －

2022年12月期第２四半期 268.52 －
　

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を前連結会計年度の期首から適用
しており、2022年12月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値であるため、対前年同
四半期増減率は記載しておりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年12月期第２四半期 81,234 51,851 63.6

2022年12月期 73,296 47,719 64.8
(参考) 自己資本 2023年12月期第２四半期 51,673百万円 2022年12月期 47,520百万円
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年12月期 － 0.00 － 100.00 100.00

2023年12月期 － 0.00

2023年12月期(予想) － 100.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　

３．2023年12月期の連結業績予想（2023年１月１日～2023年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 87,000 4.2 8,500 6.0 8,600 4.4 6,300 7.2 453.30
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

※ 連結業績予想につきましては、2023年８月14日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料７ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年12月期２Ｑ 14,159,086株 2022年12月期 14,159,086株

② 期末自己株式数 2023年12月期２Ｑ 294,532株 2022年12月期 19,478株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年12月期２Ｑ 13,931,628株 2022年12月期２Ｑ 14,139,707株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載された連結業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績は、今後のさまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社社員による不適切な外注取引につきましては、2023年８月14日付で「不適切な取引の発生及び当社業績に

与える影響について」を公表いたしました。関係者の皆様には多大なるご迷惑とご心配をおかけしましたことを

心よりお詫び申し上げます。

さて、当社は、2021年に中長期的な経営戦略であるCTIグループ中長期ビジョン「SPRONG2030」及びその第一ス

テップである「中期経営計画2024」を策定いたしました。「中期経営計画2024」の２年目となる第61期において

は、課題の解決に継続して取り組むとともに、「中期経営計画2024」の目標達成に向けて、特に以下を重点テー

マとしております。

① 事業構造変革の促進

② 生産システム改革の促進

③ ガバナンスの強化

④ サステナビリティ経営の推進

当社グループを取り巻く経営環境について、国内建設コンサルティング事業は、政府が推進している防災・減

災対策の強化、インフラ老朽化対策に関わる国土強靭化推進などを背景として、引き続き堅調に推移しておりま

す。また、災害リスク、DX推進、カーボンニュートラルへの対応などに関する社会的要請が一層高まると予想さ

れます。一方、海外建設コンサルティング事業は、アジア市場では、コロナ禍の揺り戻しで徐々に改善傾向にあ

りますが、英国やオーストラリア市場においては、インフレ率や賃金の上昇などの景気動向によって受注環境は

不安定な状況であり、今後も注視していく必要があります。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループ全体の受注高は前年同四半期比11.6%増の58,923百万円

（前年同四半期52,785百万円）となりました。売上高につきましては47,623百万円（前年同四半期41,844百万

円）となり通期予想売上高の54.7%となりました。経常利益は7,287百万円（前年同四半期5,601百万円）となり通

期予想経常利益の84.7%となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は5,289百万円（前年同四半期3,796百

万円）となり通期予想親会社株主に帰属する当期純利益の84.0%となっております。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は81,234百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,938百万円の増

加となりました。これは主に、受取手形、完成業務未収入金及び契約資産が減少した一方、現金及び預金が増加

したことによるものであります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における総負債は29,383百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,806百万円の増

加となりました。これは主に、業務未払金、賞与引当金が減少した一方、契約負債が増加したことによるもので

あります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は51,851百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,131百万円の増

加となりました。これは主に、自己株式の取得による減少があった一方、親会社株主に帰属する四半期純利益の

計上で利益剰余金が増加したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年12月期の連結業績予想等につきましては、2023年２月14日に公表しました業績予想を修正しておりま

す。詳細は、2023年８月14日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．【四半期連結財務諸表及び主な注記】

（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,589 35,923

受取手形、完成業務未収入金及び契約資産 25,979 19,574

未成業務支出金 165 131

その他 1,298 1,258

貸倒引当金 △500 △562

流動資産合計 49,532 56,325

固定資産

有形固定資産

土地 4,787 4,787

その他（純額） 5,111 5,401

有形固定資産合計 9,899 10,189

無形固定資産

のれん 4,058 4,480

その他 600 531

無形固定資産合計 4,658 5,011

投資その他の資産

その他 9,311 9,813

貸倒引当金 △106 △106

投資その他の資産合計 9,204 9,707

固定資産合計 23,763 24,908

資産合計 73,296 81,234

負債の部

流動負債

業務未払金 2,992 1,808

短期借入金 1,190 890

未払法人税等 2,801 2,326

契約負債 4,547 9,478

賞与引当金 3,240 2,004

役員賞与引当金 233 95

業務損失引当金 84 77

完成業務補償引当金 82 1

その他 6,511 8,634

流動負債合計 21,684 25,317

固定負債

長期借入金 201 181

完成業務補償引当金 574 654

退職給付に係る負債 1,161 1,200

資産除去債務 258 262

その他 1,696 1,767

固定負債合計 3,891 4,065

負債合計 25,576 29,383
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,025 3,025

資本剰余金 3,535 3,534

利益剰余金 38,531 42,407

自己株式 △14 △939

株主資本合計 45,079 48,028

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,338 1,504

為替換算調整勘定 606 1,689

退職給付に係る調整累計額 496 452

その他の包括利益累計額合計 2,441 3,645

非支配株主持分 198 177

純資産合計 47,719 51,851

負債純資産合計 73,296 81,234
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 41,844 47,623

売上原価 29,058 32,235

売上総利益 12,785 15,388

販売費及び一般管理費 7,323 8,221

営業利益 5,462 7,166

営業外収益

受取利息 7 14

受取配当金 37 42

為替差益 71 74

受取家賃 19 20

その他 35 27

営業外収益合計 171 179

営業外費用

支払利息 27 24

自己株式取得費用 - 24

その他 4 8

営業外費用合計 32 58

経常利益 5,601 7,287

特別利益

固定資産売却益 0 27

特別利益合計 0 27

特別損失

固定資産処分損 2 15

投資有価証券売却損 1 -

減損損失 17 -

その他 - 0

特別損失合計 21 16

税金等調整前四半期純利益 5,579 7,299

法人税等 1,759 2,000

四半期純利益 3,820 5,298

非支配株主に帰属する四半期純利益 23 8

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,796 5,289
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 3,820 5,298

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △46 165

為替換算調整勘定 492 1,086

退職給付に係る調整額 △3 △44

その他の包括利益合計 442 1,207

四半期包括利益 4,262 6,505

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,212 6,493

非支配株主に係る四半期包括利益 50 12
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

　（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

　（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2023年２月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を実施し、当第２四半期連結累計期間に

おいて自己株式が999百万円（298,600株）増加しております。

また、2023年４月28日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分を行い、当第

２四半期連結累計期間において自己株式が75百万円（23,586株）減少しております。

これらの結果、単元未満株式の買取りによる増加を含め、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は939百

万円（294,532株）となっております。

　（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　


